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■中心市街地活性化法の改正 

●目的 

少子高齢化の進展、消費生活の変化等の社会

経済情勢の変化に対応して、中心市街地におけ

る都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的

かつ一体的に推進。 

●基本理念 

地域における社会的、経済的及び文化的活動

の拠点となるにふさわしい魅力ある市街地の形

成を図ることを基本とし、地域の関係者が相互

に密接な連携を図りつつ主体的に取組み、それ

に対し、国が集中的かつ効果的に支援を行う。

●改正の主な内容 

１．中心市街地活性化に関する基本理念、責務

規定の創設 

２．市町村が作成する基本計画の内閣総理大臣

による認定制度の創設（認定基本計画） 

３．民間主導による多様な主体の参画（中心市

街地活性化協議会の法制化） 

４．計画期間の設定 

５．フォローアップ体制の整備 

６．都市福利施設、住宅等の整備に関する事業

の追加及び支援措置の拡充 

７．中心市街地での大規模小売店舗立地手続き

の簡素化 など

■都市計画法等の改正 

●大規模集客施設が立地可能な用途地域の見直し 

●病院、福祉施設、学校、庁舎等の公共公益施設を

開発許可等の対象とする 

あわせて都市機能の適正立地に向
けた制度の見直し 

中心市街地活性化施策の課題 

○居住、文化、交流等多様な機能の集積による都

市機能の強化という視点に乏しい 

○目指すべき具体的方向性が明確に示されていない 

○支援メニューの多くが商業振興に偏りがち 

○事業の実施状況の把握、評価、見直しの業務管

理やチェック体制が不十分 

都市計画制度の課題 

○病院、社会福祉施設等の公共公益施設の開発許

可が適用除外のため郊外立地が進んでいる 

○白地地域等ゆるやかな土地利用規制や都市計画

規制の及ばない農地での開発が進行している 

大店法（昭和 49 年～平成 12 年） 

～国が主体～ 

中小小売業者との商業調整 

（店舗面積、開店日、閉店時刻、休業日数） 

大型店の出店調整にとどまらない総合的な観点から地

域の実情にあったまちづくりを行うため、まちづくり

三法を整備 

『中心市街地活性化法』（H10～） 

中心市街地の活性化のために８府省庁で「市街地の整備改

善」、「商業等の活性化」を一体的に推進 

『大規模小売店舗立地法（大店立地法）』（H12～） 

大型店の立地に際して、「周辺の生活環境の保持」の観点

からの配慮を求める。 

『都市計画法（改正）』（H10～） 

地域毎に大型店の適正な立地を実現。大型店の郊外立地を

制限する必要があると市町村が判断した場合の土地利用

規制制度を措置。（特別用途地区、特定用途制限地域） 

しかし、三法制定後も中心市街地の衰退傾向は止まらず、

人が住む場、働く場としての機能を喪失し、市街地の拡大

が依然として続いている。 

 

・中心市街地は、人が住む場、働く場としての機

能を喪失し続けている 

・商業機能の空洞化が依然続いている 

・人口増加が停滞し、近い将来減少に転じる中で、

市街地の拡大は依然として継続している 

・自動車分担率が増加し、公共交通分担率が減少

し、自動車依存型の社会となっている 

・公共公益施設の建て替え等に伴い、市街化調整

区域、非線引き白地地域、都市計画区域外に立

地している傾向が強い 

・ショッピングセンターの郊外立地が増加傾向に

あり、その規模も大型化 

・小売業の売場面積が増加傾向を示す中で、店舗

数の少ない 1 万㎡以上の店舗が全体面積の相当

数を占め、少数の大規模商業施設が売場面積の

拡大を牽引する構造となっている 

・生産拠点の海外化や農業従事者の高齢化、後継

者不足等農業を巡る環境の悪化により、工場跡

地や転用農地に大規模商業施設が立地するケー

スが多い 

制度的な背景 

現在の中心市街地を取り巻く状況 
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交通、騒音、廃棄物、

など周辺生活環境問

題に対応できない。 

中小小売業の事業活

動の確保の観点から

も、有効性が低下 

大店法を廃止すべき

との国内外の強い指

摘が存在 

計画的な地域づくり

との整合性の確保が

必要 

限 界 


